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取得財産等管理台帳
 
（単位：円）
	区分
	財産名
	規格
	数量
	単価
	金額
	取　得年月日
	耐　用
年　数
	保　管
場　所
	備考

	
















	
	
	
	円
	円
	
	
	
	


（注） 
１　対象となる取得財産等は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和30年政令第255号）第13条第１号から３号に定める財産、取得価格又は効用の増加価格が地域経済循環創造事業交付金交付要綱第22条第２項に定める処分制限額以上の財産とする。  
２　数量は、同一規格等であれば一括して記載して差し支えない。単価が異なる場合は分割して記載すること。  
３　取得年月日は、検収年月日を記載すること。








様式第10号 
 
 
取得財産等管理明細表
 
（単位：円）
	区分
	財産名
	規格
	数量
	単価
	金額
	取　得年月日
	耐　用
年　数
	保　管
場　所
	備考

	
















	
	
	
	円
	円
	
	
	
	


（注）
１　対象となる取得財産等は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和30年政令第255号）第13条第１号から３号に定める財産、取得価格又は効用の増加価格が地域経済循環創造事業交付金交付要綱第22条第２項に定める処分制限額以上の財産とする。  
２　数量は、同一規格等であれば一括して記載して差し支えない。単価が異なる場合は分割して記載すること。  
３　取得年月日は、検収年月日を記載すること。








様式第11号
年  月  日

北秋田市地域経済循環創造事業補助金財産処分承認申請書
 
北秋田市長 

申請者 所在地                 
名称                 
代表者氏名                 
連絡先担当者名            
電話番号            
 
  年度北秋田市地域経済循環創造事業補助金により取得した財産について、下記のとおり処分したいので、北秋田市地域経済循環創造事業補助金交付要綱第14条第４項の規定に基づき、申請します。 
なお、この結果、補助金の全部又は一部に相当する金額を市において算出され、請求があった場合には、当該金額を期限内に速やかに返還することを約束いたします。 
 
記

１ 補助対象事業の名称 
 
２ 総事業費 
 
３ 補助金確定額 
 
４ 処分する施設・設備の名称 

５ 処分内容 
 
６ 処分する理由 
 
 
１　処分する施設・設備の名称の欄には、処分する財産を具体的に記載すること。例えば、
施設については、所在地、種類、構造及び床面積並びに申請時における具体的な用途を、
設備については、申請時における具体的な用途を記載すること。  
２　処分内容の欄には、処分の種類（売却、賃貸等）、処分の相手方（買主、借主等）、処分の対価（売却価格、賃貸料等）等を記載すること。


様式第12号
 
年  月  日

北秋田市地域経済循環創造事業事業化収益状況報告書
 
北秋田市長 
 
申請者所在地                 
名称                 
代表者氏名                 
連絡先担当者名            
電話番号            
 
年  月  日付第 号で交付決定された北秋田市地域経済循環創造事業補助金の交付決定を受けた事業（以下「補助対象事業」という。） について、北秋田市地域経済循環創造事業補助金交付要綱第16条第１項の規定により、下記のとおり報告します。 
 
記
（単位：円）
	補助金の
確定額





（A)
	補助対象
事業に係
る本年度
収益額



（B)
	控除額






（C)
	本年度ま
での補助
対象事業
に係る支
出額


（D)
	基準納付
額





（E)
	前年度ま
での補助
対象事業
に係る市
への累積納付額

（F)
	本年度納
付額





（G)
	備考








	
	
	
	
	
	
	
	


（注）  
１ 「補助対象事業に係る本年度収益額：（Ｂ）」とは、補助対象事業の実施結果の事業化に
よる総収入額から総収入を得るに要した額を差し引いた額の合計額をいう。  
「総収入を得るに要した額」とは、材料費、労務費、材料費・労務費以外の諸経費（外注費、光熱水費、製造設備に係る減価償却費等）、販売費、一般管理費等で間接費を含む額をいう。  
なお、（Ｂ）が０又はマイナスの場合には、（Ｃ）、（Ｄ）、（Ｅ）、（Ｇ）の項目については、記載しないこと。  
２ 「控除額：Ｃ」とは、補助対象事業に要した経費のうち、事業者が自己負担によって支出した額（補助対象事業に要した経費－補助金の確定額）をいう。  
なお、補助対象事業終了後、翌々年度以降の控除額の算出については、自己負担によって支出した額から補助対象事業年度終了より前年度までの補助対象事業に係る収益の累積額を差し引いた額（自己負担額－前年度までの収益累積額）をいう。ただし、控除額は自己負担によって支出した額の範囲内とし、前年度までの補助対象事業に係る収益の累積額が自己負担によって支出した額と同額以上となった場合には、本年度の控除額は０とする。  
３ 「本年度までの補助対象事業に係る支出額：Ｄ」とは、補助対象事業に要した経費及び補助対象事業年度終了以降に追加的に要した決定事業に係る経費の合計額をいう。  
４ 「基準納付額：Ｅ」とは「補助対象事業に係る本年度収益額：Ｂ」から「控除額：Ｃ」を差し引いた額に、「補助金の確定額：Ａ」を乗じ、「本年度までの補助対象事業に係る支出額：Ｄ」で除した額をいう。（Ｅ＝（Ｂ－Ｃ）Ａ／Ｄ）  
５ 「前年度までの補助対象事業に係る市への累積納付額：Ｆ」とは、前年度までの収益に伴う納付金及び財産処分に伴う納付金の合計額をいう。  
６ 「本年度納付額：Ｇ」とは、「基準納付額：Ｅ」と「累積納付額：Ｆ」の合計額が「補助金の確定額：Ａ」を超えない場合には、基準納付額が本年度納付額となる。また、「基準納付額：Ｅ」と「累積納付額：Ｆ」の合計額が「補助金の確定額：Ａ」を超える場合には、「補助金の確定額：Ａ」から「累積納付額：Ｆ」を差し引いた残額が本年度納付額となる。（Ａ＞Ｅ＋ＦならばＧ＝Ｅ、Ａ≦Ｅ＋ＦならばＧ＝Ａ－Ｆ）  
７ （Ｂ）補助対象事業に係る本年度の収益額の計算根拠が確認できる資料を添付すること。  
８ 総務省交付要綱第２２条第３項ただし書に該当する場合は、備考欄にその内容を記載するとともに、根拠が確認できる資料を添付すること。





















様式第13号 

第　　　号
年  月  日
 
北秋田市地域経済循環創造事業補助金交付決定取消通知書

 
           　　　　様 
 
北秋田市長     
       
 
年  月  日付で交付決定しました北秋田市地域経済循環創造事業補助金については、交付決定を取り消しましたので、北秋田市地域経済循環創造事業補助金交付要綱第17条第３項の規定により通知します。 
  
 
記


１　補助対象事業の名称 
 
２　取消内容 
 
３　取消理由


